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議会制定法（Parlamentsgesetz）であり、連邦レベルでは基本法 76条から 78条および基本法 82条
により成立し、署名され、公布されたものである。それとは区別されるものとして、とりわけ法規
命令と規則がある。それらは、議会によって可決されたものではなく、授権に基づき特定の行政機







れるものであり、対外的効果をもたず、法律には当たらない（Vgl. Christopf Gröpl, a.a.O., S.115–116.）。
＜形式・実質の総括＞





























































































































基本権で構成され、後者の中心には、権力分立が位置づけられる（Eberhard Schmidt-Assmann, Der 









Christopf Degenhart, Staatsrecht I, 2020, S.114.）。しかし分離は厳格なものではなく、組織、人事そ
して機能において少なからず交差が生じる。たとえば政府のメンバーは、大部分、立法府に属し、
執行府も法定立を行うことがある。そしていずれの権力機構も、一方的に優位に立つことはない。














権力の定義を困難にし、消極的定義（控除説）が通説である（Vgl Chritopf Degenhart, Staatsrecht 
































［事例 4］（Christopf Degenhart, a.a.O., S.114.）：軽犯罪（Bagatellkliminalität）訴追の新規律法は、
「万引き行為」が上限 50ユーロまでの秩序違反（Ordnungswidrigkeit）として、今後、秩序官庁によっ
て訴追されると定めた。どのような法律問題が生じるか。
























































































団体に向けられたものではなく、時空的な境界をもたないことにある（Vgl. Jörn Ipsen, Staatsrecht 
I, 2020. S.211.）。議会制民主主義においては、このような立法の権限は議会（立法府）が所有する。
立法府は、民主主義における「指導権力」（Leitgewalt）であり、議会制定法こそが国家権力行使の

















































の発展の系譜に、ドイツの憲法裁判権の確立が位置づけられよう（Vgl. Eberhard Schmidt-Assmann, 








行使にとって拘束的な憲法（Verfassung）の存在を要求する」（Eberhard Schmidt-Assmann, a.a.O., 
S.557.）．憲法は、一種の「法律」（Gesetz）であるが、他の諸法律とはその特別な成立態様におい











よる憲法規範の内容上の変更を防ぐことにある（Vgl. Jörn Ipsen, a.a.O., S.219.）。
＜議会制定法＞
規範ヒエラルキー（階等制）のもとでは、憲法のすぐ下位に位置するのは、形式的意味での法律（議







決して憲法の「特別法」ではなく、基本法 74条 1項 22号の権限配分に基づき道路交通の基礎を規
律するものであり、それは私法であるドイツ民法（BGB）とは異なり、拘禁義務（道路交通法 7条）
ならびに刑罰・罰金規定（同法 21条以下）を定め、そのほか自動車運転免許（同法 2条）等も定


















さまざまな解釈問題を引き起こす（Vgl. Christopf Gröpl, Staatsrecht I, 2020. S.117.）。基本法は、「法
律概念（Gesetzesbegriff）を多様な意味内容をもって使用している」とされるが、確かなことは「法
律のために規定された形式・手続において成立したあらゆる議会決定が、この規定の意味において
は法律である」（Vgl. Eberhard Schmidt-Assmann, a.a.O., S.560.）。そこでは、形式的法律の特別な内
容的性質は問題にならず、したがって一般的・抽象的規律内容を伴った法律規範群と並んで、措置
法、個別法、財政法律、組織法律と他の機関法律ならびに基本法 59条 2項の条約法などにも、基




とするもの、逆に狭く捉えて、形式的法律だけを問題とするものもある（Vgl. Christopf Gröpl, a.a.O., 
S.117.）。
他方、基本法 20条 3項の「法権利」の概念は、さらに議論が多様であり、「法律」をどのように




























Ipsen, Staatsrecht I, 2020, S.222.）。戦後この考えは改められ、憲法の優位性は、近代憲法の観念に
内在するものであり、立法者の軽はずみな「介入」（Zugriff）を抑止すべきであるという思想に裏






条 3項）を踏み越える基本法の改正はできない（Vgl. Christopf Gröpl, a.a.O., S.118–119.）。  
＜法律の優先＞
憲法より下位の法規範の中では、法律（議会制定法）が最上位に位置づけられる。法律の優先






























と、行政は関係法律がなければ活動することができないことを意味する（Vgl. Christopf Gröpl, a.a.O., 
S.120–121.）。
＜事例の提示＞






















ことである（Jörn Ipsen, Staatsrecht I, 2020, S.223.）



































する立場（狭義）である（Jörn Ipsen, a.a.O., S.226.）。狭義の立場からは、基本法 19条 4項の権利
救済に関して本条の趣旨は「裁判官による保護であり、裁判官からの保護ではない」（Schutz durch 
den Richter, nicht gegen den Richter）というスローガンに現れている（Vg. Christopf Degenhart, 




1項 4a号）、「抽象的規範統制」（GG93条 1項 2号）および「具体的規範統制」（GG100条 1項）






［事例 8］（BVerfGE 70, 35 ; Jörn Ipsen, Staatsrecht I, 2020, S.226.）：地区整備計画は、規則（Satzung）

















歩むことなく、それに代えて基本法 3条 1項と結びついた同 19条 4項を引用し、行政裁判所法 47









［事例 9の検討］（Jörn Ipsen, a.a.O., S.228.）：本件で問題となっているのは、「甲」が自己の権利
が侵害されていることを疎明できたか否かである。慣例上、恩赦権は存在しないこと、したがっ




い（BVerfGE 25, 352 ［363ff.］および裁判官 4名の意見）。連邦憲法裁判所は、従来このような結論
を引き出すことはなかったが、恩赦の取消の場合、基本法 19条 4項により司法的統制に服すると







除しない（Vgl. Jörn Ipsen, a.a.O., S.229.）。
裁判官の独立は、実体的正義の実現にとって重要な制度上の条件でもある。裁判官は、法律と法
権利にのみ拘束され、それ以外の事柄や指示からの影響を受けない（Jörn Ipsen, a.a.O., S.229.）。裁
判官は、このような意味で法律・法権利に拘束されるが、それらに従属していない。法律・法権利
が意味するのは、すべての法規範であるから、基本法 97条 1項は非正規の法（権利利益）をも含むが、
非法形式の規範や司法行為は、裁判官を拘束しない。（Jörn Ipsen, a.a.O., S.230.）。
＜事例の提示＞












 ［事例 10の検討］（Jörn Ipsen, a.a.O., S.230.）：［事例 5］と類似するが、人格権侵害の際の精神的
損害の賠償については連邦通常裁判所の判例がある。問題は、この判例が基本法 97条 1項にいう
法律・法権利に相当するかどうかである。この場合、反実定法（contra legem）、すなわち裁判官に






























と合致しなければならない（Jörn Ipsen, a.a.O., S.230.）。まず人事上の独立は、「専任としてまた計
画に即して最終的に」（hauptamtlich und planmässig endgültig）任用された裁判官にのみ保障される







判所は法律で始めから決定されていなければならない（BVerfGE 19, 52 ［59f.］）。
裁判所の場所的管轄は、法律によって定められている。これらの法律は、折に触れて法規命令
（Rechtsverordnungen）の発布を授権している（Vgl. Jörn Ipsen, a.a.O., S.231f.）。法規命令の発布には、
そのための一般的要件が満たされていなければならない。裁判所の事物的および場所的管轄レベル
の下方において、裁定機関の特別管轄が業務配分計画によって決定される。業務配分計画もまた


















































































ために』（zu sich zu kommen）他の人間と団体との関係だけでなく、対国家との関係においても空間、
すなわち国家に対する『距離保護』（ロッシェルダー）としての自由基本権、国家行為の『公平性
命令』としての平等原則（キルヒホッフ）を提供してくれる」と述べ、国家と市民社会との間にお
ける距離の重要性を指摘するのである（Eberhart Schmidt-Assmann, Der Rechtsstaat, in: J. Isensee/P. 
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